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主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告は，原告に対し，７３７２万８９３５円及びこれに対する平成１５年１

月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

１ 大阪府教育委員会（以下，教育委員会を「教委」と略称する ）は，大阪府。

内の市町村立の小中学校等に勤務する府費負担教職員（市町村立学校職員給与

負担法１条に基づき原告がその給与等を負担する職員）が定年により又は退職

勧奨に応じて退職するに当たり，引き続き非常勤若年特別嘱託員又は非常勤特

別嘱託員（以下，非常勤若年特別嘱託員を「若特 ，非常勤特別嘱託員を「特」

嘱」といい，両者を併せて「特嘱員」という ）に任命し，原告がその報酬を。

負担した上，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」と

いう ）４８条１項及び４項に基づく援助として，特嘱員を大阪府内の市町村。

立の小中学校等に派遣してきた。

本件は，上記の特嘱員の派遣制度（以下「本件特嘱員制度」という ）に関。

して，原告が，被告に対し，①被告は平成９年度から平成１４年度までの間に

別紙１の１記載の特嘱員（以下「全額返還対象者」という ）を派遣目的外の。

業務に従事させていたから，その期間の当該特嘱員の業務は地教行法４８条の

援助の対象とはならず，その報酬を原告が負担することは地方財政法９条に違

反することとなるため，当該特嘱員の報酬相当額７２２２万０２３６円が被告

（ ， ，の不当利得に当たる 仮に報酬全額が不当利得とならない場合には 予備的に

後記②のとおり，交通費加算額等の過払分として上記金額のうち別紙１の２記

載のとおり８６万０４４５円が不当利得に当たる）旨主張して，その返還を求
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め，②被告は平成９年度から平成１４年度までの間に別紙２記載の特嘱員（以

下「交通費過払額返還対象者」という ）を当初の辞令とは異なる場所で業務。

に従事させており，当初発令所属による交通費加算額等（実支給額）と実配置

所属による交通費加算額等との差額（以下「交通費過払額」という ）１５０。

， ，万８６９９円は被告の不当利得である旨主張して その返還を求めるとともに

これらに対する納期限の翌日である平成１５年１月２９日から支払済みまでの

遅延損害金の支払を求めている事案である。

２ 法令の定め

(1) 地方財政法９条は，地方公共団体の事務（平成１１年法律第８７号〔平成

１２年４月１日施行〕による改正前は「地方公共団体又は地方公共団体の機

関の事務 ）を行うために要する経費については，当該地方公共団体が全額」

これを負担する旨規定する。

(2) 学校教育法５条は，学校の設置者は，その設置する学校を管理し，法令に

特別の定めのある場合を除いては，その学校の経費を負担する旨規定する。

市町村立学校職員給与負担法１条（平成１６年法律第４９号〔平成１７年

４月１日施行〕による改正前のもの）は，市（特別区を含む ）町村立の小。

学校，中学校，中等教育学校の前期課程，盲学校，聾(ろう)学校及び養護学

校の校長，教頭，教諭，養護教諭，養護助教諭，寄宿舎指導員，講師，学校

栄養職員及び事務職員の給料，扶養手当，調整手当，住居手当，初任給調整

， ， ， ， ， ，手当 通勤手当 単身赴任手当 特殊勤務手当 特地勤務手当 へき地手当

時間外勤務手当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，管理職手当，期末手

当，勤勉手当，義務教育等教員特別手当，寒冷地手当，特定任期付職員業績

手当，退職手当，退職年金及び退職一時金並びに旅費並びに定時制通信教育

手当並びに講師の報酬及び職務を行うために要する費用の弁償（以下「報酬

等」という ）は，都道府県の負担とする旨規定する。。

， ，(3) 地教行法４８条１項は 地方自治法２４５条の４第１項の規定によるほか
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文部科学大臣（平成１１年法律第１６０号〔平成１３年１月６日施行〕によ

る改正前は「文部大臣 。以下同じ ）は都道府県又は市町村に対し，都道」 。

府県教育委員会は市町村に対し，都道府県又は市町村の教育に関する事務の

適正な処理を図るため，必要な指導，助言又は援助を行うことができる（平

成１１年法律第８７号による改正前は「必要な指導，助言又は援助を行うも

のとする ）旨規定し，地教行法４８条２項は，同条１項の指導，助言又は」

，「 ， 」援助の例示として 指導主事 社会教育主事その他の職員を派遣すること

（８号）を規定する。

地教行法４８条４項（平成１１年法律第８７号により追加）は，地方自治

法２４５条の４第３項の規定によるほか，都道府県知事又は都道府県教育委

員会は文部科学大臣に対し，市町村長又は市町村教育委員会は文部科学大臣

又は都道府県教育委員会に対し，教育に関する事務の処理について必要な指

導，助言又は援助を求めることができる旨規定する。

３ 前提となる事実（当事者間に争いのない事実及び証拠等により容易に認めら

れる事実。以下，書証番号は特に断らない限り枝番号を含む ）。

(1) 本件特嘱員制度導入の経緯

大阪府では昭和６０年３月３１日から定年制が実施されたが，大阪府教委

は，昭和５３年度から，人事の刷新，能率の向上及び財政負担の軽減を図る

ため，高年齢の府費負担教職員に対し早期退職の勧奨を推進する必要があっ

たことから，退職勧奨に応じた教職員の退職後の処遇として，一定の期間に

限って「非常勤特別嘱託員 （特嘱）として任用した上，市町村に派遣して」

きた。また，平成９年度からは，退職勧奨の年齢範囲を広げた「非常勤若年

特別嘱託員 （若特）の制度を設け，同じく市町村に派遣してきた（以下，」

若特又は特嘱で市町村に派遣されている者を「派遣特嘱員」という 。。）

なお，若特及び特嘱は，いずれも地方公務員法３条３項３号に該当する特

別職の地方公務員である。
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(2) 「非常勤若年特別嘱託員及び非常勤特別嘱託員取扱要綱」

現在，本件特嘱員制度は大阪府教委が制定した「非常勤若年特別嘱託員及

び非常勤特別嘱託員取扱要綱 （甲１，昭和５３年１月２３日教委職第９０」

８号，以下「本件要綱」という。なお，平成８年１１月５日教委職第５５３

号による改正〔平成９年４月１日施行〕前の名称は 「非常勤特別嘱託員取，

扱要綱」である ）により運用されている。本件要綱には，次のような定め。

がある。

ア 趣旨（１項）

本件要綱は，若特及び特嘱の取扱いに関し必要な事項を定めるものとす

る。

イ 定義（２項）

(ア) 非常勤若年特別嘱託員（若特）

大阪府教委が定める「特別退職措置及びこれに伴う優遇措置要綱（以

下「特別退職要綱」という 」に基づき満５９歳以下で退職した府立。）

の高等専門学校 高等学校 盲学校 ろう学校及び養護学校の教職員 以， ， ， （

下「府立学校教職員」という ）及び府費負担教職員でその能力，経験。

を活用しつつ，所属長が定める業務を行うために引き続き非常勤職員と

して雇用されている者（満６０歳以下の者に限る ）。

(イ) 非常勤特別嘱託員（特嘱）

職員の定年等に関する条例（昭和５９年大阪府条例第３号）若しくは

特別退職要綱に基づき満６０歳以上で退職した府立学校教職員及び府費

負担教職員又は非常勤若年特別嘱託員として満６０歳に達する日の属す

る年度の末日まで雇用された者又は地方公務員法２８条の４第１項，２

８条の５第１項又は２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用

された職員のうち任期を満了した者で，次年度以後においてその能力，

経験を活用しつつ，所属長が定める業務を行うために引き続き非常勤職
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員として雇用されている者

なお，上記(ア)(イ)は，平成１４年２月１５日教委職企第２５４号によ

る改正（同年４月１日施行）後のものであり，同改正前は，現在の「その

能力，経験を活用しつつ，所属長が定める業務を行うために」という各部

分につきそれぞれ「その能力，経験を活用するため（に 」と規定されて）

いた （甲３１，３２，４５）。

ウ 雇用期間（３項）

雇用期間は１年とする。ただし，勤務成績が良好であると認められる者

， ，については 若特にあっては満６０歳に達する日の属する年度の末日まで

特嘱にあっては満６３歳（現業職員は満６５歳）に達する日の属する年度

の末日までを限度として更新を繰り返すことができる。

エ 勤務時間（４項）

勤務時間は，原則として週２０時間以上３０時間以下とし，その割振り

は，任命権者の定めるところによる。ただし，府立学校において勤務する

特嘱員については当該学校の校長が，市町村立学校において勤務する特嘱

員については当該学校を管轄する市町村の教委が，勤務時間の割振りをす

ることができる。

オ 報酬等（７項）

(ア) 報酬月額

① 若特で勤務時間が週３０時間である者に対する報酬月額は２２２，

０００円とし，特嘱で勤務時間が週３０時間である者に対する報酬月

額は１５５，０００円とする。ただし，別の勤務時間が定められてい

る者に対する報酬月額はそれぞれの勤務時間数に比例させた額とす

る。

② 上記のほか，交通費相当額として月額５０，０００円の範囲内で必

要額を報酬月額に加算することができる。
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(イ) 費用弁償

， （ ）費用弁償の額は 職員の旅費に関する条例 昭和４０年条例第３７号

による３級の職務にある者に支給する旅費の額とする。

カ 服務（８項）

服務は，常勤の教職員に準ずる。

「 」(3) 本件要綱とは別の 非常勤若年特別嘱託員及び非常勤特別嘱託員取扱要綱

大阪府教委においては，特嘱員を各市町村に派遣するのではなく，特嘱員

を大阪府教委の事務局及び学校以外の教育機関において雇用するときの取扱

いについては「非常勤若年特別嘱託員及び非常勤特別嘱託員取扱要綱 （甲」

５４，以下「別件要綱」という ）によっている。別件要綱には，次のよう。

な定めがある。

ア 趣旨（１項）

別件要綱は，非常勤職員取扱要綱２条２号に規定する非常勤嘱託員のう

ち，若特及び特嘱の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。

イ 定義（２項）

(ア) 「非常勤若年特別嘱託員」

各任命権者において定める特別退職要綱に基づき満５９歳以下で退職

した職員でその能力，経験を活用するため引き続き非常勤職員として雇

用されている者（満６０歳以下の者に限る ）。

(イ) 「非常勤特別嘱託員」

職員の定年等に関する条例若しくは特別退職要綱に基づき満６０歳以

上で退職した職員又は若特として満６０歳に達する日の属する年度の末

日まで雇用された者又は地方公務員法２８条の４第１項，２８条の５第

１項又は２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員

のうち任期を満了した者で，次年度以後においてその能力，経験を活用

するために引き続き非常勤職員として雇用されている者
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(4) 非常勤職員取扱要綱

上記(3)アが引用する非常勤職員取扱要綱（甲５３）には，次のとおり規

定されている。

ア 趣旨（第１条）

この要綱は，地方公務員法３条３項３号に規定する非常勤の職員のうち

で大阪府教委の事務局及び学校以外の教育機関において雇用する非常勤職

員の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。

イ 非常勤嘱託員の定義（第２条）

非常勤職員のうち，特殊な技能又は専門的知識の提供に対して，その対

価が原則として報酬の予算科目で支払われるものをいう。

(5) 被告への特嘱員の派遣及び配置等

大阪府教委は，平成９年度から平成１４年度までの間に，豊中市教委の派

遣内申に基づいて，合計で延べ６４６名の元府費負担教職員を特嘱員に任命

して豊中市に派遣した（若特延べ２９５名，特嘱延べ３５１名 。）

そのうち，全額返還対象者は別紙１の１の①氏名欄記載のとおりであり，

各全額返還対象者の対象期間，当初発令所属，実配置所属，実配置先の業務

内容（ただし，業務内容については当事者間に争いがある ，原告が返還。）

を求める額（当該職員に対する支給額）はそれぞれ別紙１の１の②から⑥ま

でに記載のとおりである。また，全額返還対象者につき原告が予備的に返還

を求める交通費過払額は別紙１の２記載のとおりである。

また，交通費過払額返還対象者は別紙２の①氏名欄記載のとおりであり，

各交通費過払額返還対象者の対象期間，当初発令所属，実配置所属，交通費

相当額，原告が返還を求める交通費過払額はそれぞれ別紙２の②から⑥まで

に記載のとおりである。

なお，当初発令所属とは，後述の任命手続における辞令上の勤務先（甲６

の２上段参照）であり，実配置所属とは，各対象者が豊中市に派遣された後
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に実際に配置されていた勤務先である。豊中市教委は，大阪府教委に対し，

派遣された若特又は特嘱を辞令上の勤務先とは異なる勤務先に配置すること

につき，大阪府教委に個別の同意を得たことはなく，勤務先変更に係る内申

手続や通勤（変更）届の提出は行っていなかった。

(6) 若特・特嘱の任命手続について

大阪府教委が退職する府費負担教職員等を若特又は特嘱に任用する際の手

続は，別紙３記載のとおりである。

すなわち，若特・特嘱に任命されることを希望する府費負担教職員本人か

ら豊中市教委に履歴書２部（甲１９ ，通勤届２部（甲２１）等が提出され）

ると，豊中市教委は，当該書類に派遣内申書４部（甲１６，１７ ，辞令案）

（甲１８）及び確認書（甲２０）を添えて，大阪府教委の機関である豊能教

育振興センターに提出する（なお，上記辞令案には対象者の勤務場所として

特定の小中学校名が記載される 。同センターは，派遣内申書の控えを大。）

阪府教委の教職員人事課に送付し 残りの書類を大阪府教委の学務管理室 平， （

成１２年４月以降は学務管理課）に送付し，学務管理室において交通費相当

額の加算額の確認を行う。そして，確認後，学務管理室から上記センターに

発令通知書（派遣内申書の中の１部。甲１７ ，派遣内申書の控え，辞令，）

履歴書及び通勤届が送付され，豊中市教委から本人に辞令が交付されて，任

命手続が完了する。

(7) 派遣特嘱員に対する報酬等の支給手続等

ア 報酬の額の通知

派遣特嘱員に対する報酬額及び交通費相当の報酬加算額は，任用時に交

付される辞令・発令通知書により通知される。なお，交通費相当の報酬加

算額については，本人作成の通勤届により，大阪府教委がその経路，金額

等の内容を確認した上，決定される。

イ 任用の際の口座振替依頼書等の提出
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市町村教委が大阪府教委へ提出する派遣内申書の添付書類として，通勤

届，報酬等口座振替依頼書（銀行通帳写しを添付）が大阪府教委に提出さ

れる。

ウ 口座振替による支給

大阪府は，一般職員に対する毎月の給与等の支給日と同じ日に，特嘱員

に対し，前項の口座振替依頼書により本人が申し出た銀行口座への口座振

替により報酬額及び交通費相当の報酬加算額を支給する。

(8) 住民監査請求及び住民訴訟

ア 大阪府の住民ら４名（うち３名が豊中市在住）は，平成１４年７月１２

日，大阪府監査委員に対し，大阪府教委が平成１３年度に豊中市に派遣し

た若特及び特嘱のうち３４名が学校以外の施設等において業務に従事した

ことが違法であるとして，豊中市にその報酬相当額の返還を求めるよう，

住民監査請求を行った。

イ 大阪府監査委員は，平成１４年９月２日付け監査結果（以下「本件監査

結果」という ）において，派遣特嘱員を学校以外の施設等において業務。

に従事させることは，その業務が学校教育に関するものである限り，必ず

しも違法，不当ではないこと，上記３４名のうち，豊中市の青少年施設で

ある「青年の家いぶき」及び同市人権教育推進委員協議会において業務に

従事した５名の者については学校教育に関する業務に従事したとはいえな

いこと，他方，その他の２９名の者が従事した業務は，学校以外の場所で

集中的・効率的に行わせることにより，より教育効果をあげることができ

るものであり，本件要綱に定める「能力，経験を活用」した業務の規定に

違反しないこと等の判断を示した。

その上で，大阪府監査委員は，大阪府教委に対し，平成１４年１２月３

１日を措置期限として，①豊中市において学校以外の施設に配置された若

特・特嘱について出勤簿の存する３年間を再調査し，報酬月額及び交通費
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相当額の返還を求めるなどの是正措置を講じること，②認定している配置

先と勤務実態が異なる若特・特嘱について報酬月額に加算される交通費相

当額に過払があれば，精算に関し必要な措置を講じること，③他の市町村

の状況も調査した上で，同様の事実があれば必要な是正措置を講じること

等の内容の勧告を行った。

ウ 上記住民らは，本件監査結果において本件要綱に反しないとされた２９

名の派遣特嘱員に係る部分につき，大阪府知事が豊中市に対する給料等の

返還請求を怠っているとして，地方自治法２４２条の２第１項４号本文に

基づき，同知事に対し，豊中市に対する返還請求をすることを求める住民

訴訟（大阪地方裁判所平成１４年（行ウ）第１３９号違法支出公金返還請

求請求事件，以下「別件訴訟」という ）を提起した。。

エ 大阪地方裁判所は，平成１６年６月３０日，別件訴訟につき，大阪府は

府費負担教職員が一般に行う業務及びこれに準じた業務を行わせるために

特嘱員を派遣していたものと認められるとした上，対象とされている２９

名の派遣特嘱員の業務内容等につき検討を加え，いずれも府費負担教職員

が一般に行う業務及びこれに準じた業務であるものと認められるとして，

上記住民らの請求をいずれも棄却する判決（以下「別件判決」という ）。

をし，同判決は控訴期間経過により確定した。

(9) 返還請求及び本件訴訟

ア 原告は，大阪府監査委員の本件監査結果を受け，平成１４年１２月２６

「 （ ） （ ）」日付け 非常勤 若年 特嘱員に係る報酬等の返還請求について 通知

を，対象となった各市町村教委教育長あてに発出し，各請求額につき後日

送付する納入通知書により返還するよう通知した。同通知において，被告

に対する請求額は，７３７７万４２４３円（全額返還対象者分７２２６万

５５４４円，交通費過払額返還対象者分１５０万８６９９円）とされた。

イ 原告は，被告に対し，平成１５年１月８日発行の納入通知書により，納
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期限を同月２８日として，７３７７万４２４３円を支払うよう通知した。

ウ 原告は，平成１９年５月１８日，被告に対し，７３７７万４２４３円及

びこれに対する上記納期限の翌日から支払済みまで年５分の割合による遅

延損害金の支払を求めて本件訴訟を提起した（その後，原告は，平成２１

年７月３１日付け訴えの変更申立書により，請求額を一部減縮した 。。）

第３ 主たる争点

１ 全額返還対象者分

原告は，被告が派遣特嘱員を本件要綱に基づく派遣目的外の業務に従事させ

ていたとして，被告に対し，当該派遣特嘱員に対する報酬相当額を不当利得と

して返還請求することができるか。

全額返還対象者分については，次の点が主に争点となっている（なお，争点

整理後にされた地方財政法２８条の２に関する主張は記載していない 。。）

① 本件要綱の解釈上派遣特嘱員が従事し得る業務の範囲

② 本件要綱の拘束力

③ 大阪府教委による黙示の承諾の有無

④ 派遣特嘱員が従事し得る業務範囲逸脱の有無

２ 交通費過払額返還対象者分及び全額返還対象者の交通費過払額分

原告は，被告が派遣特嘱員を届出に係る勤務場所と異なる勤務場所において

業務に従事させていたことを理由として，被告に対し，交通費過払額を不当利

得として返還請求することができるか。

交通費過払額返還対象者分及び全額返還対象者の交通費過払額分について

は，次の点が主に争点となっている。

① 被告の利得の有無

② 大阪府教委による黙示の承諾の有無

第４ 当事者の主張の概要

１ 全額返還対象者分
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原告は，被告が派遣特嘱員を本件要綱に基づく派遣目的外の業務に従事させ

ていたことを理由として，被告に対し，当該派遣特嘱員に対する報酬相当額を

不当利得として返還請求することができるか（争点１ 。）

（原告の主張の骨子）

派遣特嘱員が従事し得る業務は，本件要綱の解釈上，学校教育に密接に関連

する業務（府費負担教職員が一般に行う業務及びこれに準ずる業務）に限定さ

れ（争点１① ，本件要綱は特嘱員の派遣に係る原告と被告の関係を拘束する）

ものである（争点１② 。また，大阪府教委が本件要綱に反する取扱いを黙示）

的に承諾したこともない（争点１③ 。しかし，被告は，全額返還対象者を，）

上記業務の範囲外である市町村の一般職員が処理すべき業務に従事させたこと

から（争点１④ ，当該派遣は地教行法４８条に定める援助に該当しないこと）

になり，当該派遣特嘱員に対する原告の報酬等の負担が地方財政法９条に違反

し法律上の原因のないものとなる。したがって，被告は，全額返還対象者の報

酬相当額につき，法律上の原因なく，原告の損失（報酬等の負担）において，

本来自ら支出・負担すべき出費を免れて不当に利得を得ているものであり，原

告に対し７２２２万０２３６円の不当利得返還義務を負う。

（被告の主張の骨子）

本件要綱は，特嘱員の職務範囲について明確に限定しておらず，派遣特嘱員

が従事し得る業務は，学校教育に密接に関連する業務（府費負担教職員が一般

に行う業務及びこれに準ずる業務）に限定されるものではない（争点１① 。）

また，仮に本件要綱の解釈上そのような限定が可能であるとしても，本件要綱

は被告を拘束するものではないし（争点１② ，大阪府教委は被告（豊中市教）

委）の取扱いを黙示的に承諾していた（争点１③ 。また，仮に被告が本件要）

綱の解釈に拘束されるとしても，全額返還対象者の業務内容は府費負担教職員

であったことの能力・経験を活用するものであり，本件要綱が予定する業務の

範囲を超えるものではない（争点１④ 。したがって，原告の不当利得返還請）
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求は理由がない。

(1) 本件要綱の解釈上派遣特嘱員が従事する業務の範囲（争点１①）

（原告の主張）

ア 本件要綱には，特嘱員が従事する業務の内容について明言した規定はない

が，特嘱員の派遣が地教行法４８条１項又は４項に基づく援助と位置づけら

れていることから，援助を有効に行うために（地方自治法２条１４項 ，派遣）

特嘱員が元府費負担教職員の知識・経験・能力を活用して市町村立の小中学

校等の学校教育に関する業務に従事することを本来の制度目的としているこ

と，本件要綱２項(1)及び(2)が，若特及び特嘱について，それぞれ「その能

力，経験を活用しつつ，所属長が定める業務を行うために （平成１４年４」

月１日施行の同年２月１５日教委職企第２５４号による改正前は「その能

力，経験を活用するために ）と定義し，元府費負担教職員としての能力，経」

験の活用を図るとしていること等から考えて，本件要綱に基づいて派遣され

る特嘱員が従事し得る業務は，学校教育に密接に関連する業務（府費負担教

職員が一般に行う業務及びこれに準ずる業務）であると解される。

他方，元府費負担教職員である派遣特嘱員が学校以外の施設における業

務（府費負担教職員が一般に行う業務及びこれに準ずる業務に当たらない

業務）に従事することは，たといそれが広い意味で市町村の教育に関する

事務に関係するものであっても，当該派遣特嘱員は，そのような学校以外

の施設における業務に関して援助の意味に値するだけの能力・経験を有し

ないのが通例であることから，当該派遣特嘱員がそのような業務に従事す

ることは，大阪府教委が意図した援助の目的から外れることになる。

イ 本件要綱の「その能力，経験を活用しつつ，所属長が定める業務」が，学

校教育と密接な関連を有する業務（府費負担教職員が一般に行う業務及びこ

れに準じた業務）を意味することは，当該規定内容のほか，派遣内申書に添

付される辞令・発令通知書案に勤務場所として必ず特定の学校が明記され
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ていること，派遣特嘱員に支給される報酬加算額である交通費相当額が勤

務先である当該学校を基準として算定されていること，大阪府教委の各市

町村教委に対する通知等及び各市町村教委が府費負担教職員に対して配布

するパンフレット等により機会あるごとにこのことを周知していたこと等

からも明らかである。

ウ 大阪府教委は，府立学校教職員又は府費負担教職員が退職した後引き続

き府立学校又は市町村立小中学校において勤務して学校教育に関する職務

に従事する場合は，本件要綱に基づいて，特嘱員として任用しているが，

他方，府立学校教職員又は府費負担教職員が退職した後，学校ではなく，

大阪府教委の事務局又は学校以外の教育機関（大阪府教委が設置した教育

機関に限る ）において勤務する場合は，別件要綱に基づき，当該要綱に。

定める特別嘱託員として任用している。したがって，元府立学校教職員で

事務局等に勤務した者らの勤務場所，職務内容等は別件要綱に基づくもの

であり，本件要綱の解釈とは全く関連性がない。

むしろ，大阪府教委が，特嘱員が学校教育に関する職務に従事する場合

の要綱（本件要綱）と，特嘱員が大阪府教委の事務局等において勤務する

場合の要綱（別件要綱）を区別して定めていることに照らせば，本件要綱

に基づいて元府費負担教職員を特嘱員に任用し市町村立小中学校に派遣す

る本件特嘱員制度において，派遣特嘱員の従事する業務の範囲を広く定め

ていたということはあり得ない（そうでなければ，本件要綱と別件要綱を

並立して定める必要はない 。。）

（被告の主張）

ア 本件要綱は「府費負担教職員で，その能力，経験を活用しつつ，所属長

が定める業務を行うために引き続き非常勤職員として雇用されている者」

と規定しているだけで，それ以上に具体的な業務内容又は勤務場所を明示

していない。本件特嘱員制度は地教行法４８条による大阪府の市町村に対
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する援助として特嘱員を派遣する制度であることから，特に業務範囲を明

確にしていない限り，派遣特嘱員の業務範囲は地教行法４８条１項に定め

る市町村の「教育に関する事務」の範囲において，教職員であったことに

よるその能力，経験を活用し得る業務であればよいと解される。

また，本件要綱は，原告（大阪府）が，教職員の過員と高年齢化を解消

することによる人事刷新，能率の向上及び財政負担上の軽減を図るため，

並びに教職員定数の急減の中で必要最小限の新規採用教員の確保を図るた

め，定年前の高年齢の府費負担教職員に対し早期退職の勧奨を推進する必

要があったことから，退職勧奨に応じやすくするため，退職勧奨に応じた

者の退職後の処遇として一定期間に限って非常勤職員として再雇用するこ

とを目的として定められたものである。このような本件要綱の目的からす

ると，退職勧奨にできるだけ多く応じてもらうことが重要であり，教職員

であったことによる能力，経験を活用するものである限り，業務範囲を広

。 ， ，く認めていくことが制度の目的に適合するものである そして 本制度は

大阪府教委が教職員の過員と高年齢化の解消及び財政負担の軽減を図るた

めのリストラ策として設置したものであるから，大阪府教委はこの制度に

より退職勧奨に応じた退職者に対する義務として，派遣先の市町村におい

て，必ず特嘱員として業務配置がされるようにする義務があることからし

ても，原告主張のような業務範囲に限定することは，この制度の趣旨から

してあり得ないものであり，少なくとも，本件で行われている社会教育に

関する業務の程度までは業務範囲とされていたものである。

なお，原告は，当該派遣特嘱員は，学校以外の施設における業務に関し

て援助の意味に値するだけの能力・経験を有しないのが通例であるなどと

主張しているが，全額返還対象者の学校外施設における業務は，見事に教

職員であったことの能力，経験を活用した業務であることから，この原告

の主張も失当である。
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イ 原告は，派遣特嘱員の業務範囲が限定されることは制度発足当初から周

知してきたし，各市町村教委もこれを十分に認識していたと主張するが，

本件監査結果においても，周知が不十分であったことや，不明確な運用が

長年慣習的に行われてきたことが認定されており，原告の上記主張は事実

とは全く異なる。

ウ 府立学校教職員又は府費負担教職員で退職した特嘱員については，大阪

府立学校の特嘱員となる者及び大阪府教委事務局及び学校以外の大阪府の

教育機関（社会教育を含む ）の特嘱員となる者については，前者につい。

ては本件要綱により，後者については別件要綱により処理されるが，府費

負担教職員で退職し市町村教委に派遣される特嘱員については本件要綱し

かなく，原告が認めている学校外施設を含め本件要綱ですべて処置されな

ければならないのであるから，府費負担教職員で退職し市町村教委に派遣

される特嘱員の業務範囲については，別件要綱の業務範囲を含む広いもの

であると解される。

また，別件要綱の定義規定においても「退職した職員でその能力，経験

を活用するために引き続き非常勤職員として雇用されている者」と本件要

綱と同じ文言を用いながら，元府立学校教職員であったＡらを社会教育の

業務に特嘱員として配置している。したがって，元教職員であった者の能

力，経験を活用する業務の解釈としては，学校教育やこれと密接に結びつ

いた業務に限定されるものではなく，社会教育等の業務も含むものという

べきである。

(2) 本件要綱の拘束力（争点１②）

（原告の主張）

ア 本件要綱の規範としての効力（地教行法４８条の非拘束性，法律の根拠

の要否と給付行政の付款的効力，本件要綱の制定改廃権限等）

本件要綱は，大阪府教委が地教行法４８条１項又は４項による援助を行



17

うために，その権限に属する事務に関して定めたものであり，地教行法１

４条２項にいう「教育委員会の定める規程」に該当する。本件要綱は，特

嘱員を派遣する原告（大阪府）と，その援助を受ける市町村との間の公法

上の関係に関しては，当該援助の内容その他の事項を規定する拘束力を持

った規範としての効力を有する。

また，本件特嘱員制度は，大阪府教委が地教行法４８条１項に基づく援

助として行うものであり，いわゆる給付行政に属するところ，大阪府教委

が，上記援助に係る給付行政において，派遣特嘱員が従事する職務の範囲

を学校教育に関する業務（府費負担教職員が一般に行う業務及びこれに準

じた業務）に限定しているのは，援助に係る給付の流用等を防止しその他

援助の目的を達成するために，援助に係る給付に関して被援助者を拘束す

るための付款としての効果をもたらすことを目的としている。すなわち，

本件要綱の内容は，実質的にみて，特嘱員の派遣といういわゆる給付行政

に付随する付款的効力を有するものであり，このような給付行政に伴う付

款的役割を果たす拘束力を定めるには，必ずしも法律の根拠は必要ではな

い。

被告は，地教行法４８条による援助は拘束力のないものとして定められ

ていると主張し，その根拠として地方自治の本旨，各地方公共団体の主権

の尊重等を挙げるが，このような主張には何ら根拠がない。地教行法４８

条は，大阪府教委が行う援助が同法の規定に適合するものである限り，必

要かつ合理的な範囲で拘束を課すことを何ら禁止していない。また，被告

は，地教行法１４条２項にいう「教育委員会の定める規程」の制定は教育

長にも委任することができないから，課長が制定した本件要綱は内部規定

であり外部に対し法的効力を有しない旨主張するが，ここでいう「委任」

とは，内部的な委任である「専決」ではなく権限の委譲を伴う「委任」を

指しており，本件要綱は，大阪府教育委員会事務決裁規則，大阪府教育委
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員会事務局事務決裁規程に基づき，大阪府教委から内部的に委任された専

決権限に基づき，教職員課長等の決裁により制定，改正され，大阪府教委

の定める要綱として外部に表示されたものである。したがって，本件要綱

は単なる内部規程ではない。また，被告は，大阪府教委事務局の課長には

「援助」の専決権限が与えられていないから本件要綱は無効であると主張

， ， ，するが 本件要綱に基づく特嘱員の任免 特嘱員の派遣等に関する事項は

大阪府事務決裁規則４条，６条に基づき教職員企画課長に専決権限が与え

られており，同課長が本件要綱の改正等の専決権限を有することは明らか

である。

イ 特嘱員の業務内容の決定権者

特嘱員の従事する職務の内容を決定する権限は，本来的には特嘱員の任

命権者である大阪府教委にある。そして，本件の派遣特嘱員についても，

その業務の内容を決定する権限は，任命権者であり地教行法４８条１項及

び４項の援助として特嘱員を派遣する大阪府教委にあり，派遣・援助を受

ける市町村教委は大阪府教委が本件要綱により定める業務の範囲を超え

て，派遣特嘱員の業務内容を決定する権限はない。したがって，所属長で

ある市町村教委又は校長は，大阪府教委が本件要綱により定める業務の範

囲内において，派遣特嘱員の業務内容を決定できるにすぎない。

ウ 大阪府教委の制度設計に係る裁量権

本件特嘱員制度は，大阪府教委が独自に定めた制度であり，その報酬等

も原告が全額を負担している。このため，本件特嘱員制度の内容について

は，地教行法４８条の趣旨に適合する範囲において，大阪府教委が大幅な

裁量権を有しており，その裁量権に基づいて本件要綱を制定，運用してい

る。地教行法４８条１項，４項の解釈に照らしても，大阪府教委がその裁

量により特嘱員が派遣先の市町村において従事する職務を，広く「教育に

関する事務」全般ではなく，一定の範囲の業務に限定することは当然に可
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能である。

エ 派遣手続等から導かれる拘束力（実質的な合意）

， ， ，各市町村教委が 本件要綱が定めるところに従って 大阪府教委に対し

特定の退職した府費負担教職員を若特・特嘱に任命するとともに，当該若

特・特嘱を特定の当該市町村の小中学校へ派遣するよう求める派遣内申書

を提出し，大阪府教委がこの派遣内申書に基づいて当該元府費負担教職員

を若特・特嘱に任命した上，当該市町村に派遣するという手続自体に，本

件要綱の市町村に対する拘束力の根拠を求めることができる。地教行法４

８条の援助は，市町村の同意を得て行うべきものと解されていることから

しても，上記派遣内申は市町村の同意を制度化したものと解することがで

き，この同意には若特・特嘱が従事する業務の範囲その他本件要綱に基づ

く制度全体に対する同意の趣旨が含まれると解される。

公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「公

務員派遣法」という ）の法律構成を類推すれば，大阪府教委と各市町村。

との間では，特嘱員の派遣に関して，本件要綱の定め並びに派遣内申書及

びこれに添付される辞令・発令通知書案，通勤届等の書類の記載事項を実

質的な内容とする実質的な合意が成立していると解することができ，この

実質的な合意は，上記法律にいう「取決め」に相当するものといえる。

（被告の主張）

ア 本件要綱の規範としての効力（地教行法４８条の非拘束性，法律の根拠

の要否と給付行政の付款的効力，本件要綱の制定改廃権限等）

原告は，本件要綱が地教行法１４条２項にいう「教育委員会の定める規

程」に該当し，拘束力をもった規範としての効力を有する旨主張する。

しかし，地教行法４８条に基づく援助は，地方自治の本旨により，各地

方自治体の主権を尊重すべき観点から市町村を拘束することができないも

のとして定められているものであるから，本件が地教行法４８条の援助で
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ある以上，派遣特嘱員の業務範囲について大阪府教委が制限し，これを市

町村教委に強制することはできない。また，そのほかに市町村教委に対し

拘束力のある援助の規定を制定し得る定めもない。したがって，法律によ

る行政の原理に基づき，大阪府教委は，市町村教委を拘束し得る援助の規

定を制定することはできないし，制定しても無効であって，市町村教委に

対する拘束力を有しない。

また，地教行法１４条２項にいう「教育委員会の定める規程」とは，教

育委員会が直接定めなければならないものであり，教育長にも委任するこ

とができないと解されるところ，本件要綱は，大阪府教委の補助機関であ

る課長が内部事務分掌規定に基づき制定した内部規定であり，いわゆる行

政規則であって外部に対し法的効力を有しない。しかも，事務決裁規程に

よれば，課長の専決事項として「援助」は規定されておらず，この点から

も，教職員課長が制定，改正した本件要綱の援助に関する規定は無効であ

る。

また，市町村教委が大阪府教委から地教行法４８条の援助として派遣さ

れる特嘱員を市町村教委の施設に配置し教育に関する事務を行わせること

は，地方自治法２４５条の６第２号の市町村教委の自治事務である。そう

すると，大阪府教委が市町村教委に特嘱員を派遣し，市町村教委の教育に

関する事務を行わせることは，市町村教委の教育に関する自治事務に関す

る関与である したがって 大阪府教委は 地方自治法の関与法定主義 同。 ， ， （

法２４５条の２）の下では，同法２４５条の６の「是正の勧告」ができる

にとどまり，しかもこの是正の勧告は法的拘束力がないことから，大阪府

教委は，市町村教委が自治事務として行った業務配置については，これを

容認しなければならず，その業務配置は違法とはいえないこととなる。し

かも，地教行法４８条の援助は法的拘束力のない非権力的なものとして定

められていることから，市町村教委が自治事務として行った業務配置が法
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令の規定に違反していることにはならず，またこれが著しく適正を欠きか

つ公益を害しているものにも当たらないことから，是正の勧告すらできな

いものであり，市町村教委の業務配置は違法とはならないものである。

イ 特嘱員の業務内容の決定権者

原告は，派遣特嘱員が従事する職務の内容を決定する権限は任命権者で

ある大阪府教委にあると主張する。しかし，原告は別件訴訟では特嘱員が

従事する業務内容及び勤務場所については市町村教委に決定する権限があ

ると主張していたのであり，本件訴訟における原告の主張は失当である。

また，前述のとおり，地教行法４８条の援助は市町村教委を拘束すること

ができず，本件要綱による業務の限定の市町村教委に対する拘束力は市町

村教委の自主独立性を損なわない程度にとどまるものであるから，派遣特

嘱員の業務内容の決定権は派遣先である市町村教委にある。

ウ 大阪府教委の制度設計に係る裁量権

地教行法４８条による都道府県教委の市町村教委に対する援助は，地方

自治の本旨に基づき市町村教委の自主性，独立性を尊重するとの観点から

拘束力を有しない非権力的な措置であるとされており，市町村教委におい

て大幅な裁量権が認められると解すべきであり，かかる裁量権を排除する

ような拘束力ある定めは，地教行法４８条の援助としては認められないも

のと解すべきである。本件特嘱員制度が府の財政負担軽減等のリストラ制

度であって，特嘱員の配置につき市町村教委に協力を願う性格のものであ

ることからしても，市町村教委に対してこそ，特嘱員の業務配置につき大

幅な決定権限があるとされなければならない。

原告は，特嘱員の報酬を負担していることをもって大幅な裁量権がある

と主張するが，本件特嘱員制度が，大阪府が府内の高年齢教職員の早期退

職と府の財政負担軽減のリストラ策のために創設された制度であることか

ら，大阪府は，この制度の目的と合理性の下にこの制度により退職勧奨に
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応じた者に対して，必ず，派遣先市町村において，特嘱員として業務配置

が容易にできるように，特嘱員の業務範囲を定めておく義務を有するもの

であり，その範囲で裁量も限定されるものである。大阪府に大幅な裁量権

があるというものではない。少なくとも全額返還対象者の程度まで業務範

囲とすべきものであった。また，原告は本件特嘱員制度を利用したリスト

ラ策により莫大な財政的利益を得ている上に，退職勧奨を市教委に行わせ

てその後の特嘱員の配置につき市教委に相当の苦心をさせているものであ

り，上記原告の主張はきわめて不当である。

エ 派遣手続等から導かれる拘束力（実質的な合意）

本件監査結果は，本件についての事実認定において 「 大阪府教委は），（

学校以外の配置についても長年に渡り黙認してきたというべき実情にある

といわざるを得ない 「配置先は学校が基本としつつも例外もあり得ると」

も受け取れる指導をしていた」と認定しており，また，本件監査結果の記

載によれば，大阪府教委は，自己反省として，特嘱員の運用の周知や勤務

の状況等の実態把握が不十分であったことを自認している。これらの点か

らして，原告の主張する業務範囲について合意などできるはずのものでは

なく，いかなる意味においても原告主張の業務範囲について実質的合意な

ど存在しない。

市教委の派遣内申はすべて特嘱員は学校内に勤務する内容となっている

が，だからといってすべての特嘱員を学校内に勤務させるとの同意をして

いる訳ではない。これは，原告が適法な業務であることを認めている学校

外勤務者が極めて多数である事実からも明らかである。また，豊中市教委

は昭和６０年度から派遣特嘱員を受け入れているが，最初の業務は青少年

課（ 青年の家いぶき」のプラネタリウム係）であり，社会教育施設勤務「

であって，原告の主張する業務範囲とする合意などしていなかったことも

明らかである。別件訴訟においても，原告は「府教委の任命行為は，上記
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辞令案に記載された勤務場所を前提とし又は条件とするものではなく，ま

た，大阪府教委が当該勤務場所で勤務することを命じたものでもない」と

主張しているのであり，派遣内申の文言にかかわらず，大阪府教委は学校

外勤務もあり得ることを想定している。

原告は，公務員派遣法の法律構成を類推すれば，実質的な合意が成立し

ていると解することができ，この実質的な合意は，上記法律にいう「取決

め」に相当すると主張するが，上記法律は，地方公共団体と派遣先法人と

の間に派遣職員を従事させる業務について，条例で「取決め」をすること

を規定し，かつ 「取決め」を実際上明確に行っている必要があること，，

及び当該派遣職員に「取決め」の内容を明示し，その同意を得なければな

らないとしているものである。しかしながら，本件特嘱員制度はそのよう

なことはされていない。また，前述のように，本件監査結果は，学校外配

置が長期にわたり大阪府教委から黙認されていたこと，大阪府教委は特嘱

員の運用で，周知が不十分であったとして反省していることなど業務内容

について「取決め」をしているとは到底認められるものではなく，原告の

主張は失当である。

(3) 大阪府教委による黙示の承諾の有無（争点１③）

（被告の主張）

豊中市教委は，学校外配置を自由に決定するとともに，大阪府教委にその

報告も交通費相当額の変更手続も行っていなかったが，このような運用は大

阪府から派遣特嘱員を受け入れていたすべての市町村教委において同様であ

り，しかも，制度が発足した昭和５３年以降２０年以上にわたり，すべての

市町村教委においてされていなかった。大阪府教委の特嘱員取扱窓口であり

市町村教委に対する教職員の退職勧奨の督励の任に当たっていた大阪府教委

教育事務所（平成８年から教育振興センター）は，各市町村教委と頻繁に人

事交流があったことから，当然このような内容は知っていたものであるが，
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長年にわたり黙認してきたものである。このような経緯からすると，豊中市

教委の上記措置は長期の慣行的な措置であり，大阪府教委の黙示の承諾に基

づくものであったというべきであり，いまさら違法といわれるべきものでは

ない。

大阪府教委の黙示の承諾があったことについては，本件監査結果が本件に

ついて調査の上 「学校以外の配置については長年にわたり黙認してきた」，

（甲２，１１頁）と認定している事実がある。また本件特嘱員制度は，高年

齢教職員の早期退職と府の財政負担の軽減を図る府教委の推進したリストラ

策のための制度であり，従って大阪府教委は，退職勧奨に応じた者は必ず特

嘱員として採用し，派遣先市町村教委において能力・経験を活用する業務に

従事できるようにしなければならない義務もあるところから，たとい一定の

， 「 」業務制限を考えていたとしても 地教行法４８条の 学校教育に関する事務

の範囲で業務制限をゆるめても特嘱員の業務配置ができるようにする立場に

あった。そして，業務制限をゆるめることによって，退職勧奨によって生じ

た大量の特嘱員を吸収し府のリストラ策の実現にも大きく寄与することにも

なるものであった。これらのことも，大阪府教委が市町村教委の学校外配置

を黙認してきた事情である。

（原告の主張）

豊中市教委その他の市町村教委が派遣特嘱員の学校外配置や交通費相当額

報酬の変更手続を一切とらなかったことからすれば，大阪府教委の教育事務

所（教育振興センター）や事務局が豊中市教委等のこれらの行為を黙認ない

し黙示に承諾していたような事実はない。市町村教委と大阪府教委との間に

人事交流があったとしても，市町村教委から届出や承認申請がない限り，個

別の派遣特嘱員が大阪府教委の承認や変更手続もなく継続的に学校外の施設

において勤務しているかどうか，その業務が本件要綱の予定する業務範囲を

逸脱するかどうか等を認識し判断することは極めて困難である。また，派遣
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特嘱員の勤務場所や勤務条件が変更される場合は，当該派遣特嘱員に対し支

給すべき報酬額や交通費相当額の変更が必要となることがほとんどであり，

このような公金の支出に関係する派遣特嘱員の勤務場所の変更について，大

阪府教委が，そのことを知った上で，変更手続を取ることなくこれを黙認し

たり，黙示の承諾をすることはあり得ない。

(4) 派遣特嘱員が従事し得る業務範囲逸脱の有無（争点１④）

（原告の主張）

全額返還対象者が従事した業務は，別紙１の１記載のとおり，ア 豊中市

教委の青少年課が所管する「青年の家いぶき」における社会教育の一環とし

ての青少年一般を対象とした陶芸・木工の指導等に関する業務，イ 豊中市

総務部が行う市史（教育編）の研究及び編纂に関する業務，ウ 人権啓発指

導員として地域住民等を対象とした社会教育の一環としての人権啓発に関す

る業務であるところ，いずれも学校教育に関する業務又は学校教育に密接に

関連する業務（府費負担教職員が一般に行う業務及びこれに準じた業務）に

当たらず，本来，同市の一般職員が果たすべきものである。また，通常，府

費負担教職員は現役時に上記のような業務に従事することはなく，派遣特嘱

員が上記のような業務に従事することは，その能力，経験を活用することに

はなり得ない。したがって，豊中市教委が全額返還対象者にこのような業務

を行わせたことは，本件要綱により定められた派遣特嘱員が従事し得る業務

の範囲を逸脱するものである。

（被告の主張）

， 「 」全額返還対象者が従事した業務は 地教行法４８条の 教育に関する事務

の範囲内であって，上記(1)から(3)までの被告の主張のとおり，違法ではな

い。

また，上記(1)から(3)までの原告の主張を前提としても，ア 豊中市教委

の青少年課が所管する「青年の家いぶき」における社会教育の一環としての
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青少年一般を対象とした陶芸・木工，音楽の指導に関する業務については，

学校教育の図工，音楽を向上させるものであり，教職員であった能力，経験

を活用し得る業務であること，及び実際の運営においても小・中学生が中心

であったことから，学校教育に密接に結びついた業務として本件要綱の範囲

内の業務である。また，イ 豊中市総務部が行う市史（教育編）の研究及び

編纂に関する業務については，学校関係資料を収集整理して提供する業務で

あり，教職員であった能力，経験を活用し得る業務であることから，学校教

育に密接に関連する補助業務として本件要綱の範囲内の業務である。また，

ウ 人権啓発指導員として地域住民等を対象とした社会教育の一環としての

人権啓発に関する業務については，人権教育（道徳教育）に関するものであ

り，実際の運営においても，児童・生徒の保護者に対する人権についての家

庭教育，地域教育であり，あわせて，学校と連携して児童・生徒等から人権

に関する読書感想文，標語，ポスターを募集するなど児童・生徒の人権意識

向上を図るなどの教育活動をしており，学校教育に密接に結びついた業務と

して本件要綱の範囲内の業務である。また，社会教育法３条２項が 「社会，

教育が学校教育及び家庭教育と密接な関連性を有する」と規定していること

からも，社会教育は本来的に学校教育と密接な関連を有するものであり，ま

して，本件の社会教育施設での業務内容の実態からして，一層学校教育との

関連性が強いことから，原告主張の「学校教育に密接に関連する業務」に当

たるものである。

２ 交通費過払額返還対象者分及び全額返還対象者の交通費過払額分

原告は，被告が派遣特嘱員を届出に係る勤務場所と異なる勤務場所において

業務に従事させていたことを理由として，被告に対し，交通費過払額を不当利

得として返還請求することができるか（争点２ 。）

（原告の主張の骨子）

豊中市教委は，若特・特嘱に対して当初辞令案に記載された勤務場所以外の
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施設の業務に従事させており，原告は，被告に対し，交通費過払額として，交

通費過払額返還対象者については１５０万８６９９円，全額返還対象者（ただ

し，報酬全額の返還に係る主位的主張が認められなかった場合）については８

６万４４５円を不当利得として返還請求することができる（争点２① 。）

大阪府教委は，豊中市教委が無断で特嘱員を学校外に配置したり，交通費の

変更手続を取らなかったりしたことにつき，黙示的に承諾したことはない（争

点２② 。）

（被告の主張の骨子）

特嘱員に対する報酬（交通費加算額等を含む ）は，原告から特嘱員に対し。

直接支払われ，被告に支払われたものはないから，交通費加算額等に過払分が

あるとしても，原告と特嘱員との間の問題であり，被告には利得が存在せず不

当利得は成立しない（争点２① 。また，豊中市教委が当初辞令案と異なる配）

置を決定したり，交通費の変更手続を取らなかったりしたことは，他の自治体

と同様に長期の慣行となっており，大阪府教委の黙示の承諾があったというべ

きであるから，不当利得は成立しない（争点２② 。）

(1) 被告の利得の有無（争点２①）

（原告の主張）

豊中市教委は，若特・特嘱に対して当初辞令案に記載された勤務場所以外

の施設において勤務を命じる場合は，原告にその旨を届け出て交通費相当額

の変更を求めるべきところ，その手続をしなかったために当該若特・特嘱に

対する当初定められた勤務場所に係る交通費加算額等の支給が違法，無効で

あることから，当該交通費加算額等は，被告がその全部を負担すべきもので

ある。しかし，原告が支給した当初定められた勤務場所に係る交通費加算額

等のうち，実際の勤務場所に係る交通費相当額に相当する部分については，

若特・特嘱の派遣者としての原告において，派遣目的が達成されたことによ

り法律上の利益を得ている。この結果，被告は，当初定められた勤務場所に
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かかる交通費加算額等と実際の勤務場所に係る交通費加算額との差額（交通

） ， 。費過払額 について 法律上の原因なくして不当に利得したものと解される

（被告の主張）

， ，特嘱員は大阪府教委が任命する非常勤の職員であるが 本件要綱によれば

交通費相当額として月額５万円の範囲内で必要額を報酬月額に加算すること

ができるものとされており，交通費加算額を含む各特嘱員の具体的な報酬月

額については，大阪府教委が任命権者として決定するものである。そして，

報酬月額授受の当事者は大阪府教委と特嘱員であり，特嘱員に対する報酬月

額は，原告から特嘱員に対し直接に支払われている。したがって，交通費過

払額があるとしても，原告と特嘱員との間の問題であり，豊中市教委に支払

われたものはないから，被告には利得が存在しない。

(2) 大阪府教委による黙示の承諾の有無（争点２②）

（被告の主張）

上記１(3)（被告の主張）に記載した事情の下にあっては，変更手続をし

， 。ないことによって 交通費加算額等の支給が違法・無効となるものではない

そして，大阪府教委は，勤務先の変更手続をしないことを含めて黙認してい

ることから，勤務先変更に伴う交通費加算額等の過不足についても異議を言

わないことを認めていることになるものであり，勤務場所の変更により交通

費加算額等に過不足が生じていた者があったとしても，過払になったことに

関して，いまさら市町村や当該特嘱員に不当利得として返還請求できるもの

ではない。

（原告の主張）

上記１(3)（原告の主張）に同じ。

第５ 全額返還対象者分についての当裁判所の判断

１ 本件要綱の解釈上派遣特嘱員が従事し得る業務の範囲（争点１①）について

(1) 認定事実
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前記前提となる事実に証拠（甲１，６，１０～２１，２３，２６～４５，

５０，５４～５８，７７，７９～８１，８３，乙７，２０，４６，４７，５

， ， ， ， ， ） ，０ ５５ ５６ 証人Ｂ 証人Ｃ 証人Ｄ 及び弁論の全趣旨を総合すれば

以下の事実が認められる。

ア 大阪府教委は，昭和５３年度から，人事の刷新，能率の向上及び財政負

担の軽減を図るため，高年齢の府費負担教職員に対し早期退職の勧奨を推

進する必要があったことから，退職勧奨に応じた教職員の退職後の処遇と

して，一定の期間に限って「非常勤特別嘱託員 （特嘱）として任用した」

上，地教行法４８条に基づき，市町村の教育に関する事務の適正な処理を

図るために必要な援助として，特嘱を市町村に派遣してきた。また，平成

９年度からは，教職員定数の急減の中で必要最小限の新規採用教員の確保

を図るため，退職勧奨の年齢範囲を広げた「非常勤若年特別嘱託員 （若」

特）の制度を設け，同じく市町村に派遣してきた。

若特及び特嘱は，一般職ではなく，地方公務員法３条３項３号に該当す

る特別職（非常勤の嘱託員）の地方公務員に該当する（したがって，同法

４条により，同法の規定は原則として適用されない 。。）

特嘱員の収入は，その報酬月額は平成１３年度においては特嘱が１４万

８０００円，若特が２２万２０００円とされ，賞与はないものとされてお

り，その年収は，特嘱員になる直前の年齢の一般教職員の年収からみて３

分の１ないし４分の１程度である。

， （ ）イ 本件特嘱員制度は 昭和５３年に大阪府教委が制定した本件要綱 甲１

により運用されている。なお，本件要綱は，大阪府教委事務局の教職員課

長の専決権限に基づく決裁により制定されたものであるため，制定時の大

阪府教委の議事録は存在しない。また，制定時の決裁文書の所在は不明で

ある。

本件要綱は，若特及び特嘱の取扱いに関し必要な事項を定める（１項）
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とされ 若特及び特嘱の定義規定 ２項 のほか 特嘱員の勤務条件等 雇， （ ） ， （

用期間，勤務時間，年次有給休暇，特別休暇，報酬等，服務，福利厚生，

災害補償，社会保険及びその他）を定めている。しかし，本件要綱には，

本件特嘱員制度の趣旨，目的は明記されておらず，また，特嘱員が従事す

る業務範囲，その勤務場所について明確に定めた規定はない。

ただし，定義（２項）においては，若特及び特嘱のいずれについても，

「その能力，経験を活用するために引き続き非常勤職員として雇用されて

いる者 （平成１３年度まで）あるいは「その能力，経験を活用しつつ，」

所属長が定める業務を行うために引き続き非常勤職員として雇用されてい

る者 （平成１４年度以降）と規定されている。」

， ， ，ウ 本件特嘱員制度の趣旨 目的については 本件要綱に明記されておらず

また，本件要綱の制定又は改正時の資料にもこれを明らかにしたものはな

い。ただし，住民監査請求を契機として大阪府教委が作成した平成１４年

８月１２日付け「豊中市非常勤特別嘱託員の雇用に係る住民監査請求 答

弁骨子（案 （乙５０）によれば，次のとおりとされている。）」

(ア) 本件特嘱員制度の１点目の趣旨は，府費負担教職員の任用及び給与

負担を担う大阪府としての人事政策と財政負担軽減の観点である。本件

特嘱員制度は，６０歳定年制が導入される以前の昭和５３年度に，人事

の刷新，能率の向上及び財政負担の軽減を図るため，高年齢の府費負担

教職員に対し，早期退職の勧奨を推進する必要があったことから，大阪

府教委においては，その勧奨に応じた教職員の退職後の措置として，一

定の期間に限って，非常勤として再雇用することとしたものである。現

行では，定年前の５９歳以下で早期に退職する者を再雇用する「非常勤

若年特別嘱託員 （若特）と，定年後に一定期間再雇用する（１年更新」

で最長３年間 「非常勤特別嘱託員 （特嘱）の２種類の雇用形態があ） 」

り，特に，平成９年度に創設された「非常勤若年特別嘱託員」は，大阪
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府内小中学校の教職員定数の急減が続く中で過員を生じさせることなく

必要最小限の新規採用職員の確保を図るために，早期退職の勧奨を推進

する上で極めて有効な制度であった。

(イ) ２点目の趣旨は，市町村の教育に関する援助の観点である。退職す

る府費負担教職員を引き続き再雇用することにより，学校現場において

これまで培ってきた教員としての経験や能力を活かすことができ，大阪

府が特嘱員を派遣することで，市町村の教育行政に対する援助を府教委

として行うものである。

(ウ) このように，本件特嘱員制度は，府費負担教職員であった者の退職

後の活用方策であることから，市町村立学校職員給与負担法の趣旨に準

， 「 ，じるとともに 地教行法４８条１項は 都道府県委員会は市町村に対し

市町村の教育に関する事務の適正な処理を図るため，必要な指導，助言

又は援助を行うことができる 」と規定しており，市町村の教育に関す。

る援助の観点から，大阪府が給与等を支出しているものである。

エ 大阪府教委が退職する府費負担教職員等を若特又は特嘱に任用する際の

手続は，別紙３記載のとおりである。

上記手続においては，市町村教委から大阪府教委に派遣内申が提出され

るところ，派遣内申には大阪府教委名の発令通知書案と市町村教委名の辞

令案を添付することが定められている そして 豊中市の辞令案には 大。 ， ，「

阪府豊中市公立学校非常勤特別嘱託員に任命する 豊中市立 学校に勤務

を命ずる ただし，期間は平成 年 月 日までとする 」との文字が印。

刷され，派遣内申の提出時に，当該特嘱員の勤務場所となる特定の小中学

校等の学校名が記載されることとなっている。また，発令通知書案には，

「 （ ） 」大阪府公立学校非常勤特別嘱託員に任命する 中略 豊中市へ派遣する

との文字が印刷されている。また，派遣内申には，当該特嘱員の通勤届が

添付されることとなっており，通勤届には勤務公署として具体的な市町村
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立学校の名称が記載され，これに基づいて，当該特嘱員の交通費相当額が

算定され，本件要綱７項（１）②の報酬加算額が決定される。

派遣内申に添付される辞令案においては，勤務場所はすべて市町村立の

学校が記載されており，学校以外の施設を特嘱員の勤務場所とする辞令案

をもって任用，発令が行われたことはなかった。また，派遣特嘱員を学校

外施設に配置することは大阪府内の多数の市町村において行われていた

が，学校外施設配置の問題が顕在化する以前において，そのことが大阪府

教委に報告されたことはない。

オ 大阪府教委においては，本件要綱のほかに，地方公務員法３条３項３号

に規定する非常勤職員のうちで大阪府教委の事務局及び学校以外の教育機

関において雇用する非常勤職員の取扱いに関し必要な事項を定めるため

「非常勤職員取扱要綱 （甲５３）を制定しており，さらに，同要綱２条」

２号に規定する非常勤嘱託員（非常勤職員のうち，特殊な技能又は専門的

知識の提供に対して，その対価が原則として報酬の予算科目で支払われる

ものをいう ）のうち，若特及び特嘱の取扱いに関し必要な事項を定める。

ため，別件要綱（甲５４）を制定している。ただし，本件要綱に基づく特

嘱員の任用手続等は教職員人事課が所管，担当するが，別件要綱について

は総務企画課（現教育総務企画課）が所管，担当している。

別件要綱は，若特及び特嘱の定義規定（２項）を置いており，そのいず

れについても 「その能力，経験を活用するために引き続き非常勤職員と，

して雇用されている者」と規定されている。また，別件要綱においても特

嘱員の業務範囲は明記されておらず，同要綱に基づいて，元府立学校教職

員の特嘱員が，大阪府教育センターの地域教育室や，大阪府教委事務局の

地域教育振興課社会教育グループなどの社会教育に関する業務を行う部署

に配置されている。

カ 大阪府教委は，平成１３年１０月３０日，大阪府都市教職員人事主担課
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長会（大阪府内の市教委の人事担当課長等が意見交換等を行うための会）

において，事前に，同会から大阪府教委に対し 「非常勤若年特別嘱託員，

等については，本人の能力を生かせるよう学校以外の教育機関勤務も可能

にしていただきたい 」という要望が出されたため 「非常勤若年特別嘱。 ，

託員や非常勤特別嘱託員については，その能力，経験を活用するために引

き続き非常勤職員として雇用する制度であり，府費負担教職員である市町

村立学校の教職員につきましても，この制度の趣旨及び市町村立学校にお

いて引き続き勤務する点から，府費負担により雇用しておりますことをご

理解いただきたいと存じます 」と回答する旨の回答要旨案（甲５０）を。

作成した。

， ， ，また 大阪府教委は 本件特嘱員制度運用開始から平成１３年ころまで

市町村又は市町村教委に対し，派遣特嘱員の勤務場所や業務内容について

の通知等を発することはなかったが 「その職務内容及び運用をより明確化，

するため」として，同年１２月１８日付けで，各市町村教育委員会教育長に

対し 非常勤若年特別嘱託員・非常勤特別嘱託員制度の運用について 通，「 （

知 （教委職人第４１４号 （甲２３，乙７）を発し，派遣特嘱員の職務）」 ）

内容を具体的に例示する通知を行い，当該通知において，本件特嘱員制度の

運用に関する基本的な考え方，特嘱員の職務内容の明確化及び特嘱員の配置

方針を示した。上記通知においては，特嘱員（教育職員）の職務内容の例示

， ， ， ， ， ，として 学習指導 生徒指導 進路指導 校区における地域連携 教務関係

庶務関係，環境整備，安全確保，その他（図書館業務，文化活動，養護学級

指導，給食指導，教育相談，コンピューター指導，保健指導等）が掲げられ

ている。

キ 大阪府教委の調査によれば，平成１４年度に特嘱員に任命された元校長

， （ ． ） （ ）。２７９人のうち １９０人 ６８ １％ が学校外勤務であった 甲８１

また，平成１４年度に特嘱員に任命された元府費負担教職員２２７４人の
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うち，学校に勤務していた者の割合は１９９６人（８７．８％）であり，

学校外の施設に勤務していた者の割合は２７８人（１２．２％）である。

また，大阪府内の４３市町村のうち，特嘱員がすべて学校に勤務していた

のは２３市町村であり，特嘱員の一部が学校外施設に勤務していたのは２

０市町（大阪市，堺市を含む ）である（甲８３ 。。 ）

(2) 検討

上記認定事実に基づき，本件要綱の解釈上，派遣特嘱員が従事し得る業務

の範囲が，学校教育に密接に関連する業務（府費負担教職員が一般に行う業務

及びこれに準ずる業務）に限定されていると解することができるかにつき，以

下，原告が上記解釈の根拠として主張する点を中心に検討する。

ア 本件要綱の文言について

(ア) 前記認定事実のとおり，若特及び特嘱の取扱いに関し必要な事項を

定める本件要綱は，若特及び特嘱の定義規定（２項）のほか，特嘱員の

勤務条件等（雇用期間，勤務時間，年次有給休暇，特別休暇，報酬等，

服務，福利厚生，災害補償，社会保険及びその他）に関する規定を置い

ているが，本件要綱には，本件特嘱員制度の趣旨，目的は明記されてお

らず，また，特嘱員が従事する業務範囲，その勤務場所について明確に

定めた規定はない。

(イ) 原告は，本件要綱に業務範囲についての明確な規定がないことを認

めつつ，若特及び特嘱の定義（２項）において 「その能力，経験を活，

用するために引き続き非常勤職員として雇用されている者 （平成１３」

年度まで）あるいは「その能力，経験を活用しつつ，所属長が定める業

務を行うために引き続き非常勤職員として雇用されている者 （平成１」

４年度以降）と規定されていることを根拠として，派遣特嘱員が従事す

る業務は学校教育に密接に関連する業務（府費負担教職員が一般に行う

業務及びこれに準ずる業務）に限定されていると主張する。
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しかし，本件要綱の定義規定（２項）は，その文言上，あくまでも若

特と特嘱の定義を定めるものにすぎず，その従事する業務範囲を原告主

張のとおり限定する趣旨を含むと解するのは困難であるし，そのような

趣旨を含むものとして規定されたことを裏付けるに足りる制定又は改正

時の資料等の証拠もない（さらに言えば，地方公務員法の解釈上，一般

， ， ，的に 同法３条３項３号の特別職である非常勤の嘱託員は 特定の知識

経験，技能等に基づいて随時地方公共団体の業務に参画する非専務職と

して位置づけられており，したがって，定義規定における「能力，経験

を活用」という文言は，本件特嘱員制度における若特及び特嘱を特別職

である非常勤の嘱託員に位置づけることを意図した文言であると考える

のが合理的であり，これに業務範囲を限定する趣旨が含まれていると解

するのはそもそも無理がある 。。）

また，元府費負担教職員の教職員としての「能力，経験」は，学校教

育において培われたものであるとしても，これを社会教育や青少年教育

等において活用し得ないということはできず，むしろ，このような社会

教育や青少年教育等においても，学校教育において培われた元府費負担

教職員の能力や経験が十分に活用され得るということは，社会通念に照

らして是認されるものと考えられる。この点，原告は，元府費負担教職

員は，社会教育等の業務に関しては「援助の意味に値するだけの能力，

経験を有しないのが通例である」とするが，これを認めるに足りる証拠

はない。むしろ，学校教育と社会教育等とが密接な関連性を有している

ことを考慮すれば，学校教育における経験等が社会教育等においても活

用されることが期待できるところであって，元府費負担教職員の能力，

経験の活用ということが，本件要綱において業務範囲が限定されている

根拠とはならないというべきである。

さらに，大阪府教委が制定した別件要綱においても，若特及び特嘱の
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定義として 「その能力，経験を活用するために引き続き非常勤職員と，

して雇用されている者」という本件要綱とほぼ同様の表現が用いられて

いるところ，前記認定事実のとおり，別件要綱に基づいて，元府立学校

教職員の特嘱員が，大阪府教育センターの地域教育室や，大阪府教委事

務局の地域教育振興課社会教育グループなどの社会教育に関する業務を

行う部署に配置されていることからすれば，原告の立論は概念矛盾を来

しているというほかはない（この点，原告は，本件要綱と別件要綱とで

同じ文言が用いられているとしても，これを全く同じ意味に解さなけれ

ばならない必要性はないなどと主張するが，これまでに述べたところに

加え，担当課が異なるものの同じ大阪府教委が定めた要綱であることも

考慮すると，これを殊更別異に解すべき理由は見出し難い 。。）

(ウ) 以上のとおり，若特及び特嘱の定義規定から，派遣特嘱員が従事し

得る業務範囲が「学校教育に密接に関連する業務」に限定されるという

原告の主張は，採用することができない。

イ 本件特嘱員制度の趣旨，目的について

， ， ，(ア) 本件特嘱員制度は 教職員の過員と高年齢化を解消し 人事の刷新

能率の向上及び財政負担の軽減を図るため，並びに，大阪府内小中学校

の教職員定数の急減が続く中で過員を生じさせることなく必要最小限度

の新規採用職員の確保を図るため，高年齢教職員に対する早期退職の勧

奨を推進する必要があったことから，退職勧奨に応じた教職員の退職後

の処遇として，一定の期間に限って，元府費負担教職員を若特又は特嘱

として任用（再雇用）し，地教行法４８条１項又は４項の援助として，

市町村に派遣するものである（以上につき当事者間に争いがない 。。）

(イ) この点，原告は，本件特嘱員制度の趣旨，目的につき，上記の点に

加えて，派遣特嘱員が市町村立学校等の学校教育に関する業務に従事す

ることを本来の制度目的としているなどと主張し，これを原告主張の業
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務範囲に限定されている根拠の一つとする。しかし，前記認定事実のと

おり，本件特嘱員制度の趣旨，目的については，本件要綱に明記されて

おらず，また，本件要綱の制定又は改正時の資料にもこれを明らかにし

たものはない（なお，住民監査請求を契機として大阪府教委が作成した

平成１４年８月１２日付け「豊中市非常勤特別嘱託員の雇用に係る住民

監査請求 答弁骨子（案 （乙５０）の制度趣旨に関する記述をみて）」

も 「市町村の教育に関する援助 「市町村の教育行政に対する援助」， 」

といった表現が用いられており，必ずしも市町村の学校教育に限定して

援助する趣旨であることが明確にされている訳ではない 。したがっ。）

て，本件特嘱員制度が学校教育現場の業務に従事していた元府費負担教

職員の退職後の援助制度であること，元府費負担教職員の能力，経験を

活用するという観点や，後述する本件特嘱員制度の運用等から，同制度

が，市町村立学校等の学校教育に関する援助を中心的な目的とし，派遣

特嘱員が市町村立学校において学校教育に関する業務に従事することが

基本的な在り方と予定していたとしても，それを超えて，同制度の目的

が学校教育に対する援助に限定され，同制度の下で市町村の社会教育や

青少年教育等に関する援助をすること（派遣特嘱員が社会教育や青少年

教育等に関する業務に従事すること）を一切許さない趣旨であると解す

ることはできず，また，これを認めるに足りる十分な証拠もない。

(ウ) また，本件特嘱員制度は，高年齢教職員に対する早期退職の勧奨を

推進することを重要な目的としていたところ，この観点からすれば，本

件特嘱員制度の運用においては，退職勧奨にできるだけ多く応じてもら

うことがまず重要であったというべきであり，地教行法４８条１項又は

４項の援助として許容される限り，派遣特嘱員の業務範囲を殊更限定す

ることなく高年齢教職員が退職勧奨に応じやすくすることが，本件特嘱

員制度の人事政策上の目的に適うものであったということができる。そ
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して，本件特嘱員制度で学校現場以外で業務に従事した者の割合が１割

を超え（甲８３ ，特に校長経験者では６割を超えているところであり）

（甲８１ ，これらの特嘱員を学校現場でのみ受け入れることが可能で）

あったというには多大な疑問が生じるところであって，本件特嘱員制度

が，派遣特嘱員の従事する業務を学校教育に関する業務に限る趣旨（社

会教育や青少年教育等に対する援助を一切許さない趣旨）のものである

とは認め難いところである。

(エ) 以上の点を考慮すれば，本件特嘱員制度の趣旨，目的から派遣特嘱

員の業務範囲が「学校教育に密接に関連する業務」に限定される旨の原

告の主張は，採用することができない。

ウ 派遣特嘱員の勤務場所について

(ア) 本件要綱上，派遣特嘱員の勤務場所が学校に限定されないことは，

当事者間に争いがない（なお，本件要綱において特嘱員の勤務場所を学

校に限る旨の明確な規定はないこと，勤務時間の規定（４項）も学校以

外の勤務場所を否定する趣旨であるとはいえないことからすれば，派遣

特嘱員の勤務場所が学校に限定されないことは，本件要綱の解釈として

正当なものというべきである 。。）

したがって，派遣特嘱員の勤務場所が学校に限定されない以上，派遣

特嘱員の勤務場所の観点からその業務範囲を限定することもできないと

いうべきである。

(イ) これに対し，原告は，派遣特嘱員の勤務場所は基本的に学校である

として，これに沿う運用に関する事情を挙げ，派遣特嘱員の業務範囲も

学校に密接に関連する業務に限られる旨主張する。

しかし 「基本的に」とあるとおり，派遣特嘱員が学校に配置されな，

くてもよいことはその主張自体から明らかであるところ，本件要綱の解

釈上，派遣特嘱員が学校以外の施設に配置されることが許されるのであ
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れば，学校以外の施設において社会教育や青少年教育等の業務に従事す

ることも許されると解することにつき何ら支障はないのであり，派遣特

嘱員の勤務場所が基本的に学校であるとしてその業務範囲の限定を導く

原告の上記主張には確たる根拠を認めることはできず，同主張を採用す

ることはできない。

(ウ) なお，確かに，前記認定事実によれば，派遣内申に添付される辞令

案には，豊中市であれば「大阪府豊中市公立学校非常勤特別嘱託員に任

命する 豊中市立 学校に勤務を命ずる」と不動文字で記載され，空白

部分に具体的な市町村立学校名が補充されることとなっていたのであ

り，通勤届にも同様に具体的な学校名が記載されるようになっていたと

いうのであるから，任用手続に関する書類をみる限り，派遣特嘱員の勤

務場所は辞令案に記載された市町村立学校であることが前提とされてい

るようにみえる（また，大阪府教委が，本件要綱とは別に，特嘱員が大

阪府教委の事務局等において勤務する場合の別件要綱を定めていること

に照らせば，市町村に派遣されずに大阪府の施設等において勤務する特

嘱員に関しては，本件要綱は府立学校における勤務を前提としていたと

みるのが自然である 。しかも，学校以外の施設を勤務場所とする辞。）

令案をもって任用，発令が行われたことがなく，学校外配置の問題が顕

在化するまでは，市町村教委から大阪府教委に対しこのような配置につ

き事後的に報告されたこともないこと，大阪府都市教職員人事主担課長

会宛ての回答要旨（甲５０）のとおり，同課長会から「非常勤若年特別

嘱託員等については，本人の能力を生かせるよう学校以外の教育機関勤

務も可能にしていただきたい 」という要望が出されていたこと，勤務。

場所が学校であることを前提とし又は原則とする各市町村教委のパンフ

レット（甲６６～６９，７３～７５）があること，その他大阪府教委に

よるヒアリングの記録（甲７９）などからすると，豊中市教委を含む各
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市町村教委においても，任用手続の関係書類上は学校配置が前提とされ

ているため，派遣特嘱員を学校以外の施設に勤務させることは制度の建

前上許されないのではないかと考え，又はそのような疑問を持っていた

とみる余地がある。しかし，原告は，住民監査請求，別件訴訟及び本件

訴訟において，被告の利得が法律上の原因を欠くかどうかは，派遣特嘱

員が学校で勤務しているかどうかにより判断されるものではなく，その

従事する業務内容により判断されるものであると主張してきたのであっ

て（乙１２，５０，弁論の全趣旨 ，原告のこのような主張を前提とす）

る限り，豊中市教委が大阪府教委に無断で派遣特嘱員を辞令案の学校以

外の施設に勤務させたことを理由として，本件要綱に違反するとか，被

。 ，告の利得が法律上の原因を欠くことになるということはできない また

前述のとおり，本件要綱の解釈上，特嘱員の勤務場所が学校に限定され

ているということはできないのであるから，原告が主張する上記のよう

な任用等に関する事情は，あくまでも運用上派遣特嘱員の勤務場所につ

， ，いて学校が前提とされていたことを示すにとどまり 本件要綱の解釈上

派遣特嘱員の業務範囲が原告主張のとおり限定されることを基礎付ける

に足りるものではない。

エ その他の原告の主張について

(ア) 平成１３年１２月１８日付けの通知（甲２３，乙７）等について

， ，大阪府教委は 住民監査請求に先立つ平成１３年１２月１８日付けで

各市町村教育委員会教育長に対し 「非常勤若年特別嘱託員・非常勤特，

別嘱託員制度の運用について（通知 （教委職人第４１４号）を発し，）」

， ，派遣特嘱員の職務内容を具体的に例示する通知を行ったところ 原告は

「 」 ，その例示がすべて 学校教育に密接に関連する業務 に該当するとして

本件要綱の解釈上，派遣特嘱員の業務が上記の範囲に限定されていたこ

とを裏付けるものであると主張する。
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しかし，前記認定事実のとおり，大阪府教委は，本件特嘱員制度が昭

和５３年に運用を開始してから平成１３年ころまでの２０年以上にわた

り，市町村又は市町村教委に対し，派遣特嘱員の勤務場所や業務内容に

ついての通知等を発することはなかったというのであり，また，原告の

解釈を裏付ける本件要綱制定時又は同改正時の議事録や資料は存在しな

いのであるから，結局，上記通知は，平成１３年１２月当時の大阪府教

委が，本件要綱を解釈しこれを通知したものというほかはなく，その解

釈が本件要綱の解釈として正当であることを基礎付ける根拠も客観的な

証拠もないという点において，住民監査請求後に原告が行ってきた主張

と根本的な差異はないのであり，上記通知をもって原告の解釈を裏付け

る根拠となるものではない。また，同時期に作成された大阪府都市教職

員人事主担課長会宛ての回答要旨（甲５０）や，本件監査結果後の通知

（甲２４）等についても，上記と同様，当時の大阪府教委の解釈を示し

たものにすぎないというべきであって，原告の主張を裏付けるものでは

ない。

， ，かえって 豊中市教委と大阪府教委との間には頻繁な人事交流があり

豊中市教委から人事異動として大阪府教委内の要職に就いている者も少

なくないこと（乙４３，４４，４６，証人Ｃ，証人Ｄ）や，平成１４年

度において，大阪府内の半数程度にのぼる市町村が学校外配置を行って

おり，元校長の派遣特嘱員の配置先は，学校以外の施設とされることが

多数であったこと（甲８１，８３）からすれば，大阪府教委内の者が，

本件のような派遣特嘱員の学校外施設への配置を全く知らなかったとは

考え難い。にもかかわらず，大阪府教委は，本件要綱を制定した後，平

成１３年に至るまで２０年以上にわたり，本件要綱の解釈，運用につい

て一度も明確にすることなく，市町村教委の上記運用を事実上放置して

きたのであり，このことは，大阪府教委による本件要綱の解釈が，客観
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的な資料等の裏付けのない後付けの解釈に過ぎないことを暗示している

というべきである。

(イ) 本件監査結果（甲２）及び別件判決（甲２２）について

確かに，本件監査結果及び別件判決が示した一般論は，いずれも，原

告が主張する本件要綱の解釈に沿うものであるということができ，別件

判決には被告（豊中市）も補助参加人として参加していたことが認めら

れる。しかし，裁判所が監査委員の判断に拘束されないことはもちろん

であるし，別件判決についても，住民らの請求が棄却されたもので，派

遣特嘱員が従事する業務範囲についての説示はあくまでも理由中の判断

であって，既判力や参加的効力が生じる訳ではない。しかも，別件判決

においては，要旨，派遣特嘱員が小中学校等に勤務する場合にのみ大阪

府が報酬を負担することが許されるという住民らの主張と，勤務場所が

学校以外であっても，小中学校の教育活動との結びつきが強い業務に従

事している場合には許されるという大阪府知事の主張の当否が争われて

いたのであり，今回の原告（大阪府）の主張と被告（豊中市）の主張の

当否が直接争われていたわけではないから，その判断が異なることは当

。 ， ，然にあり得ることである したがって 本件監査結果や別件判決により

原告の主張が裏付けられるものではない。

(ウ) その余の主張について

そのほか，原告は，本件要綱の解釈上，派遣特嘱員が従事し得る業務

の範囲が学校教育に密接に関連する業務に限られていると解することが

できるとして，様々な事情や法的観点からるる主張し，証人Ｂもこれに

沿う供述等をするが，これらの点を考慮しても，本件要綱から派遣特嘱

員の業務範囲を限定する趣旨を読み取ることはできないことはこれまで

に述べたとおりである。

(3) まとめ
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以上によれば，本件要綱の解釈上，派遣特嘱員が従事する業務の範囲が学

校教育に密接に関連する業務に限定されているとする原告の主張は，採用す

ることができない。

２ 小括

以上のとおり，本件要綱の解釈上派遣特嘱員が従事し得る業務範囲が原告主

張のように限定されているということはできないから，派遣特嘱員が従事する

， 「 」業務が 特嘱員の派遣の根拠規定である地教行法４８条１項又は４項の 援助

として許容される範囲内のものである限り，原告が派遣特嘱員の報酬等を負担

することが地方財政法９条に違反することにはならず，したがって，被告の利

得（報酬相当額）が法律上の原因を欠くことにはならないというべきである。

しかるところ，全額返還対象者が実際に行った各業務につき，地教行法４８

条１項又は４項の援助として許容されない旨の具体的な主張はなく，またこれ

を認めるに足りる十分な証拠もないから，その余の点を判断するまでもなく，

全額返還対象者に係る主位的請求はいずれも理由がない。

第６ 交通費過払額返還対象者分及び全額返還対象者の交通費過払額分についての

当裁判所の判断

１ 被告の利得の有無（争点２①）について

(1) 前記前提となる事実によれば，派遣特嘱員はいずれも大阪府の地方公務員

（非常勤の嘱託員）であり，交通費相当の報酬加算額は，報酬と併せて，原

告から各派遣特嘱員に対して口座振替の方法により直接に支払われるもので

あることが認められる。

したがって，交通費過払額を利得している（利益を受けている）のは，実

際の勤務場所に通勤するための実交通費を超える報酬加算額を受領した各派

遣特嘱員であって，被告がこれを利得していないことは明らかである。

(2) これに対し，原告は，豊中市教委は，若特・特嘱に対して当初辞令案に記

載された勤務場所以外の施設において勤務を命じる場合は，原告にその旨を
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届け出て交通費相当額の変更を求めるべきところ，その手続をしなかったた

めに，当該若特・特嘱に対する当初定められた勤務場所に係る交通費加算額

等の支給が違法，無効となることから，当該交通費加算額等は，被告がその

全部を負担すべきものであるとした上，原告が支給した当初定められた勤務

場所に係る交通費加算額等のうち，実際の勤務場所に係る交通費相当額に相

当する部分については，若特・特嘱の派遣者としての原告において，派遣目

的が達成されたことにより法律上の利益を得ているから，被告は，当初定め

られた勤務場所に係る交通費加算額等と実際の勤務場所に係る交通費加算額

との差額（交通費過払額）について，法律上の原因なくして不当に利得した

ものと解されると主張する。

しかし，仮に交通費加算額等の支給が違法，無効であるとしても，それに

より法律上の原因なく利得しているのは，その支給を受けた各派遣特嘱員で

あると解さざるを得ない。また，派遣特嘱員が当初辞令案に記載された勤務

場所以外の施設において勤務したことにより，当該特嘱員の交通費加算額等

を含む労働が被告の利得になるとしても，被告の利得となる労働に含まれる

交通費相当額は，各派遣特嘱員の実際の勤務場所（実配置所属）に係る交通

費相当額，すなわち，報酬加算額のうち交通費過払額を除く部分に限られる

というべきであり，交通費過払額の部分を被告が利得しているということは

できない。

したがって，原告が不当利得を根拠として交通費過払額の返還を求めるの

であれば，それを利得した各派遣特嘱員に対して直接にその返還を求めるほ

かはなく，原告の上記主張は採用することができない。

２ 小括

以上によれば，交通費過払額返還対象者分及び全額返還対象者の交通費過払

額分につき被告の不当利得であるとしてその返還を求める原告の請求は，その

余の点を判断するまでもなく，いずれも理由がない。
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第７ 結論

以上によれば，原告の本訴請求はいずれも理由がないからこれを棄却するこ

ととし，主文のとおり判決する。

大阪地方裁判所 第２民事部

裁判長裁判官 山 田 明

裁判官 徳 地 淳

裁判官 藤 根 桃 世


